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学校経営の改善研究
―「民間人校長」のマネジメントを巡る状況について―

Improvement research about school management:
The situation of management about “private citizen principals”

大野　好司 V　　　宮坂　雄悟
ONO, Koji　MIYASAKA, Yugo

V 埼玉県立坂戸高等学校

尚美学園大学総合政策研究紀要　第32号　論文

［抄録］
平成12（2000）年、学校教育法施行規則の一部が改正され、校長の資格要件の緩和によ

り「民間人校長」が誕生した。10余年の時を経た民間人校長のマネジメントを巡る状況に
ついて検証し、教員系校長にも資する手法を確認する。

民間人校長に関する先行研究・報告書からは、①マッチング、②学校文化への対応、③
コミュニケーション、④発信・普及の4項目の課題が確認された。また、校長のリーダー
シップを検証するために、三重県教育委員会による「学校経営品質」のアセスメントシー
トを活用した。

民間人校長10人のヒアリング調査の結果、課題への対応、リーダーシップの発揮につい
て、確認された。彼らは、コミュニケーション力を生かし、学校文化とマッチングし、組
織の活性化・個別管理を図っていた。また、その実践は、教員系校長による学校の活性化
にも、効果的に活用できる。

キーワード
民間人校長、学校文化、コミュニケーション、マッチング、学校経営品質、リーダ
ーシップ、活性化、個別管理

［Abstract］
In the year of 2000, The part of Enforcement Regulations for the School Education Law were 

revised, so “private citizen principals” were established by deregulating qualifications required for 

principals. It has been more than a decade, and I want to reassess the situation of management 

regarding “private citizen principals”, and I want to confirm an approach that will contribute to 

former teacher principals.

I confirmed four problems to be solved based on previous research on “private citizen principals”:  

school fit, correspondence to school culture, communication, and transmission/spread.  I utilized 

assessment criteria “Total Quality Management of school” designed by the  Mie Prefectural Board 

of Education.
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1　はじめに
1.1　研究の契機とその実践

平成12（2000）年1月、学校教育法施行規則の一部が改正され、校長の資格要件が緩和
された。いわゆる「民間人校長」の登場である。これは、同規則第九条の二「学校の運営
上特に必要がある場合」の「第八条各号に掲げる資格を有する者と同等の資質を有すると
認める者を校長として任命し又は採用することができる」として、任命権者の判断に基づ
いて登用することができるようになったものである。この制度導入以来、10余年の時を経
て、平成23（2011）年度では、全国47都道府県中、45教育委員会で125人の「民間人校長」
が任用されている。（前年比19人増：文部科学省ホームページ「平成23年度公立学校教職
員の人事行政状況調査について」から）全国の学校長数34,859人に占める割合は、わずか
0.36％であるが、ほとんどの都道府県で導入され、近年は常に100名前後の数字を維持し
ている。このことは、「民間人校長」の存在意義が認められている状況にあるものと考え
る。そこで、制度導入から10余年を経た民間人校長による学校経営の改善のためのマネジ
メントを巡る状況について検証し、教員系校長にも資する手法を確認したいと考え、この
研究に取り組むこととした。

さらに、筆者は、平成25～27年度埼玉県立川越初雁高等学校長、平成28・29年度埼玉県
立坂戸西高等学校長、平成30年度から埼玉県立坂戸高等学校長を務めている。この教員系
校長としての実務経験を通じ、本研究成果の有効性を検証することとした。

1.2　仮説の設定
民間人校長の学校経営における重点について、ヒアリング調査を通して分析することに

より、民間人校長の学校経営における重点の特徴・傾向とその有効性を把握することがで
きるであろう。さらに、民間人校長の学校経営の手法は、教員系校長の学校経営において
実践した場合でも、様々な学校・場面において有効に活用することができるであろう。

1.3　研究の目的
民間人校長の学校経営における効果的なリーダーシップやマネジメントの在り方を把握

し、教員系校長にも有効な経営手法を得るとともに新しい校長像の可能性を検討する。さ
らに、質の高い学校教育を推進する組織運営の改善と魅力ある県立学校づくりに向け、埼

With the result of the surveys from 10 “private citizen principals”, I conclude that responding to 

problems, and showing leadership are qualities in which they excel. In addition they exert 

communication skills, fitting in the school culture, they devise effective organization methods, and 

individually manage well. These practices can be  used in the school by former teacher principals as 

well.

Keywords:

Private citizen principals, School culture, Communication, Matching, Total Quality 

Management of School, Leadership, Activation, Individual management
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玉県立高等学校3校における校長としての実践をとおして、民間人校長の経営手法を生か
した学校経営のあり方を具体的に示したい。

2　民間人校長に関する先行研究・報告書等
2.1　�民間人校長導入の意義と課題「校長の資格・養成と大学院の役割」小島弘道編著　

東信堂　2004（平成16）年
民間人校長の意義については、「従来の学校経営・運営の在り方に対して、問題提起と

なり、プラスの刺激となった」と評価している。さらに、むすびにでは、「民間人校長の
導入は、現状の校長の『経営的能力』の弱さに対する、ある意味での『刺激剤』ととらえ
るべきであり、『実験的』な位置づけに留めるべきであることが分かる。重要なことは、
本調査から明らかになった民間人校長の実践・手法・発想は確かに部分的には一定の意義
があり、かつ『学べる』ことである。つまり、この実験的導入から得られた民間的発想や
手法と、本来の教育的リーダーシップの在り方の両方を、教育職経験豊かな人間が大学院
で学び統合する、そのための学校管理職の『高度専門職教育』を現実のものにすることこ
そ、わが国が今後目指すべき本来の在り方であるように思われる。」と指摘している。（牛
渡　2004）この『学べる』民間的発想や手法を民間人校長ヒアリング調査から確認した
い。また、民間人校長の導入を単なる『刺激剤』・『実験的』な取組としないことは本研究
の目指すところである。

さらに、榊は牛渡の指摘を踏まえ、「教育の専門的内容・方法には触れず、教師への指
導も教頭等に任せる民間人校長は、校長としては不完全である」としている。学校管理職
の力量形成をめぐる課題について、それに関わる校長会、免許制度、中央研修、都道府県
研修、管理職試験それぞれについて問題があり、その矛盾の現れ、突破口の一つが「民間
人校長」導入であると位置づけている。「民間人校長自身も様々な問題をもち、問題の解
決策とはいえず、『刺激剤』としての意味をもつにすぎないであろう。とくに、民間人校
長の企業経営において培ってきた組織マネジメント能力は、企業では人・物・金・情報の
面で裁量権を与えられたからこそ発揮できたわけで、学校でそれらの裁量権が与えられな
いならば宝の持ち腐れになるであろう。」（榊　2004）この指摘は、民間人校長導入の経緯
や背景について本質を鋭くとらえている部分もあるが、平成13年度段階でのやや先入観に
満ちた理解であると考える。果たして、教員系校長の中でどれだけ『完全』な校長が存在
するであろうか。また、裁量権のなさを「宝の持ち腐れ」と即決してしまうのは、「民間
人校長」の柔軟性・可塑性を過小評価している考察であると考える。民間人校長が学校と
いう組織の中にあって、自らの足らざる弱みをどう克服し、自らの強みをどう活かし、ど
う組織を機能させていくのか、ヒアリング調査を通じて確認したい。

2.2　�「今後の都立高校における民間人校長任用のあり方」民間人校長任用のあり方検討委
員会（東京都教育委員会）　2007（平成19年）3月

東京都教育委員会は、民間人校長6年目に任用の在り方と成果等を検証するために、
2006（平成18）年12月に「民間人校長任用の在り方検討委員会」を設置し、成果の検証に
当たっては、自己評価のレポートの他、教員（主幹）、保護者、都教育委員会と360度評価
を行っている。学校経営面の成果と課題から、一定の期間を経て、教職員とのコミュニケ
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ーション形成・人間関係づくりを円滑に進めることが民間人校長の成果を上げるための要
点と考えられる。教育活動面の成果と課題から、「民間人校長の力が十分発揮されるため
には、本人の経験や専門分野と配置する学校の特色とがマッチングしていることが重要で
ある。」としている。この「マッチング」こそ任用・配置における最大の要点であると考
える。

2.3　�「民間出身校長による学校経営の取組に関する調査結果」「学校の改善支援の在り方
に関する調査研究報告書」　PHP総合研究所　2008（平成20）年

PHP総合研究所による調査研究は、「TQM（総合的品質管理）」の方法を学校現場で生
かすために、民間出身校長制度に着目し、ヒアリング調査とアンケート調査を実施した。

「TQM」とは、「Total Quality Management」の略で、企業・組織における経営の“質”向上
に貢献する管理技術、経営手法である。ヒアリングは、7人の民間人校長（小1人、中1

人、高5人）に2名の委員が訪問して実施し、「概要」と「感想」がまとめられている。
「学校経営に関するアンケート」調査は、全国73人の民間人校長に郵送方式で実施し、47

件（回収率64％、小8人・中5人、高33人・特1人）の回答を得ている。

2.4　�「教育制度　教育・研究組織における評価に関する総合的研究（最終報告）」平成21
年度　調査研究等特別推進経費による研究　調査研究報告書　国立教育政策研究所　
第3部　民間人校長ヒアリング　2010（平成22）年3月

本プロジェクトのねらいは、中間報告書の「はしがき」に、「公教育サービスの提供に
関する一定程度の規制緩和を前提として、政府役割としての事後チェック、評価機能のあ
り方が重要な政策課題であるという認識のもと、評価理論や評価システムのあり方などを
探究し、教育政策評価及び学校評価、授業評価などの方法の試験的開発を目指す。」と記
載されている。この「公教育サービス」の「規制緩和」の一つである「民間人校長」につ
いては、第3部で取り上げ、補足として、県区市教育委員会に対してもヒアリング調査を
実施し、期待すること、導入の経緯・成果・課題等を確認している。今回は、小・中・特
の民間人校長3人に対し、非常に丁寧にヒアリング調査し、示唆に富むものである。

2.5　�横浜市公立学校における民間人校長及び行政職校長登用制度の在り方について　横
浜市教育委員会　民間人校長及び行政職校長検証委員会　2011（平成23）年3月

横浜市教育委員会には8人の民間人校長（小3人・中4人・高1人）が登用されている。
本制度導入から約6年を迎え、導入の成果と課題について、改めて検証する必要性がある
と考え、検証委員会を設置し、2010（平成22）年にアンケート調査及びヒアリング調査を
実施している。

2.6　先行研究のまとめ
五つの先行研究について、次章での民間人校長ヒアリング調査の検証をするための視点

として、それぞれの研究で提示されている課題をまとめて整理しておきたい（表1）。さ
らに、その共通性を基に、再分類すると①マッチング、②学校文化への対応、③コミュニ
ケーション、④発信・普及の4項目となる。それぞれの課題について、分類に沿って、民
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間人校長が具体的にどのように対応しているかをヒアリング調査に基づき検証したい。

3　三重県型「学校経営品質」による評価
民間人校長のヒアリング調査を検討するに当たり、その観点として、次に校長のリーダ

ーシップを中心に確認するための観点として、三重県教育委員会により実施されている
「学校経営品質改善」を参考にしたい。

三重県では、当時の北川正恭知事により平成11年度から「行政経営品質向上活動」に取
り組んでいた。これを受け、三重県教育委員会でも平成17年度から教職員が同じ目的に向
かってコミュニケーションをとり、助け合いながら、組織として教育活動の質を高めてい
く学校づくりを進めるため、三重県型「学校経営品質」という学校マネジメントの考え方
と仕組みを構築し、全教育活動のベースとして位置づけ、改善につなげている。（三重県
教育委員会ホームページ「学校経営品質向上活動ガイド」から）
「学校経営品質」は、「何のため、誰のため」という合言葉のもと、教職員の対話と気づ

きを重視しながら、継続的に改善していく。その基本理念は、「学習者本位」「教職員重
視」「社会との調和」「独自能力」の4つの要素から構成される。具体的な活動では、行動
のツール「学校経営の改革方針」の策定と評価のツール「学校経営品質アセスメント」の
実施がある。前者では、年度当初に、「目指す学校像」を明らかにし、現状と課題を踏ま
えて、重点目標や具体的な行動計画を策定する（P）。これを学校全体で実践（D）し、そ

表1　先行研究の総括としての課題研究
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の達成度や成果を評価（C）した上で、改善活動（A）へとつなげていく。後者では、年
度後半に、「学校経営の改革方針」を中心とした学校経営全体の取組を、①リーダーシッ
プ　②学校の社会的責任　③「学習者」の理解と対応　④計画の策定と展開　⑤人材育成
と組織能力の向上　⑥仕事の進め方　⑦情報の管理と活用　⑧学校の活動結果　の8つの
視点（カテゴリー）から点検を行い、「強み（良い点）」と「弱み（改善点）」を明らかに
する。その中で改善課題は、次年度の「学校経営の改革方針」に反映し、改善に活かして
いく。この取組を繰り返し、「目指す学校像」の実現を図っていく。

今回、民間人校長のマネジメントについて、（表2）に掲げる観点に基づき、民間人校
長ヒアリング調査の言葉から学校経営を確認することにより、その成果を具体的に検証し
たい。

4　民間人校長ヒアリング調査
ここまで取り上げてきた先行研究・調査等から確認された課題への対応を検証するため

に、民間人校長の具体的な実践についてヒアリング調査を行うこととした。校種は採用数
の最も多い高等学校とした。地区は筆者の勤務する埼玉県を中心に関東地方とし、報告書
の存在する東京都と横浜市を除いた神奈川県・千葉県とした。また、三重県型「学校経営
品質」の調査と合わせて、三重県立名張高等学校長MS氏にもお話しを伺った。さらに、

表2　アセスメントシート・カテゴリー1「校長のリーダーシップ」
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忌憚のない御意見をいただくために、退職された方3人を含め、合計10人にヒアリング調
査を行った。

4.1　ヒアリング結果（実施順）
三重県型「学校経営品質」のアセスメントシート・カテゴリー1「校長のリーダーシッ

プ」の評価項目を参考に確認したい。以下、所属・氏名（イニシャル）・【前職】・勤務期
間・ヒアリング実施日、評価項目No,5「その他」には、「動機と要点」を記入した。

4.1.1　埼玉県立朝霞高等学校前校長　OS氏
【埼玉りそな総合研究所執行役員会員事業部長】
　H19.4～（教頭）H20.4～（校長）H24.3（定年退職）
　平成23年8月23日（土）、平成24年5月26日（土）

表3　ヒアリング結果1
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4.1.2　埼玉県立八潮南高等学校長　MK氏
【ゲイトウェイ・コンピュータ（株）代表取締役社長】
　H21.4～（教頭）、H22.4～（現職）　平成23年8月23日（火）

4.1.3　埼玉県立鴻巣高等学校長　NS氏
【（株）ウェルシィ財務経理部長（三菱UFJ銀行OB）】
　H22.4～（県立熊谷商業高校教頭）H23.4～（現職）　平成23年8月29日（月）

表4　ヒアリング結果2

表5　ヒアリング結果3
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4.1.4　埼玉県立南稜高等学校長　SK氏
【（株）教育測定研究所　執行役員】
　H21.4～（教頭）H22.4～（現職）　平成23年8月31日（水）

4.1.5　神奈川県立横浜青陵高等学校元校長　IU氏
【浜銀ファイナンス（株）常勤監査役】
　H14.10～H21.3（定年退職）　平成23年11月22日（火）

表6　ヒアリング結果4

表7　ヒアリング結果5
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4.1.6　横須賀市立横須賀総合高等学校元校長　KK氏
【株式会社旭化成エーティーホーム代表取締役社長】
H15.4～H19.3（定年退職）　平成23年11月23日（水）

4.1.7　神奈川県立七里ヶ浜高等学校長　YK氏
【ソニー（株）環境推進部シニアマネージャー】
　H19.4～（神奈川県立舞岡高校長）H22.4～（現職）　平成23年12月27日（火）

表8　ヒアリング結果6

表9　ヒアリング結果7
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4.1.8　千葉県立柏葉高等学校長　SA氏
【株式会社フジタ】
　H20.4～（現職）　平成24年1月31日（火）

表10　ヒアリング結果8

機関

2
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4.1.9　埼玉県立越谷高等学校元校長
MU氏【大栄興産（株）取締役管理部長（りそな銀行OB）】
　H13.4～（県立芸術総合高校長）H16.4～H19.3（定年退職）　平成24年6月2日（土）

表11　ヒアリング結果9
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4.1.10　三重県立名張高等学校長　MS氏
【株式会社フジタ大阪支店営業管理部長】
　H20.4～（三重県立亀山高校長）H23.4～（現職）　平成24年8月22日（土）

4.2　「学校経営品質」と「先行研究の課題」によるヒアリング調査のまとめ（検証）
民間人校長の具体的な経営方針や取組について、「アセスメントシート　カテゴリー1

『校長のリーダーシップ』」の4観点と「先行研究の課題」の4分類から確認した。

4.2.1　�学校の目指す方向（目指す学校像とありたい姿）が明確に示され、校長の想いが教
職員に浸透していること。「学校経営品質」、マッチングの課題「先行研究の課題」

リーダーシップは「理念」として、マネジメント、管理の最上位に位置づけて伺った。
MKは、学校の課題を的確に捉えそれを前向きに「誇りがもてる学校づくり」という言葉
で表現している。SKは、「データ」に基づいた新たな視点を教員・生徒・保護者に示し当
事者・関係者が主体的に考える状況を作っている。NSも自分が責任は取るというスタン
スで教員の主体性を生かしている。教員出身の管理職の場合、学校教育目標やグランドデ
ザインを自ら作成する例が多い。教員の経営参画意識を促し主体性ある取組を導くために
も、NSは年度当初の職員会議で「経営方針等」を文書で示し企画委員会でのグランドデ
ザイン作成を促している。IYも統合する3校の若手教員によるワーキンググループに新校
の学校案内を作成させている。民間人校長というとトップダウンの経営というイメージが
強いが、教員の主体的な経営参画意識を促すべきところと強力に推進すべきところの使い
分けを的確に行っている。

学校経営に民間的な手法をいかにマッチングさせるかという課題に対しては、組織論と
して、共通することや学校現場の日常ではあまり意識していない点を明確化（数値化）す

表12　ヒアリング結果10

45



82

るなどの取組が実践されている。従業員の満足度（ES）が高まって、初めてお客様を満
足させることができる。教職員のモチベーションを高め、不満を解消する。「風通しのい
い職場」づくりである。（NS）、情報共有のあり方として、「月報」・「進行計画」の作成に
よる進捗管理を行い、「いつまでに」 が見える図式化を図る。（YK） 学校現場では、
PDCAサイクルのPDは徹底しているが、CAが弱いという課題解決に資する具体的な取組
であると考える。

4.2.2　�学校の目指す方向（目指す学校像とありたい姿）が保護者や地域の方々などにわ
かりやすく伝えられ、理解されていること。「学校経営品質」、発信・普及の課題
「先行研究の課題」

広報・PR 活動は、民間企業における営業活動と共通し、前職の経験を活かしやすく、
民間人校長の得意とする分野である。先行研究において、発信・普及が課題とされたの
は、民間人校長による成果の蓄積がまだ浅い段階であったことにもよるものと思われる。
効果的な取組が多数確認できる。

まず、保護者・地域の方々への広報以前に、教職員のモチベーション（ES）を高め（NS）
たり、客観的なデータで説得（SK）している。企業イメージ統合戦略CI（コーポレート・ア
イデンティティ）手法を導入し、VI（ビジュアル・アイデンティティ）として、校章、校歌、
スクールカラーを制定することにより、新校を効果的に、中学生・保護者、地域にPRして
いる。（IY）30年間で伸びてよくなってきているという認識をデータに基づいて説明してい
る（SK）、卒業生の追跡調査として、フェイスブックを活用する。（KK）学校紹介DVDを
業者作成する。学校案内のデザインを分かりやすいものに改変する。同窓会予算による機
動性に富むHPのリニューアルを図る。オープンスクールで体験授業を実施する。（MS）

このように様々なデータを集約し、学校の現状を理解し易くするための資料をまとめた
り、生徒募集の課題に対し、予算の選択と集中を図り、学校の取組をより魅力的に伝える
ための改善を図るなど、前例にとらわれない、実のある改善に取り組んでいる。

4.2.3　�対話を促進して自由闊達な職場風土を育むこと。「学校経営品質」、コミュニケー
ションの課題「先行研究の課題」

露口の指摘する「民間人校長の、リーダーとして受容されるためのスキル、影響力の基
盤を構築するまでのスキル」は、この「対話」の課題に集約されているものと考える。ほ
とんどの民間人校長が、学校組織の特徴を分析し、高いコミュニケーション能力を活か
し、学校組織に対応したリーダーシップを発揮している。

具体的には、次の言葉に代表されると考える。「学校組織には、上下関係がない。管理
職と教員とは、仕事の中身が違うだけで、職別としては同等であるという組織としての矛
盾があるからこそ、教員との良好な信頼関係づくりが必要で、日常的な対話を通して、教
員との距離感を埋めていく必要がある。民間企業は、煮えたぎった鍋ぶた（横一線・縦一
線）、学校は、冷めた鍋ぶたで、職員の主体性に任せる。それぞれの立場で主体的に動く
ようにする。そのために、校長は情熱と思いやりをもって率先垂範していく。」（IY）職
員一人一人の個性と能力を尊重し、きめ細かな学校経営に資する体制とする（YK）「個別
管理」一人ずつの違いを認識して付き合う（KK）風通しのよい職場があって、「組織活力
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を生かした経営」＋「環境変化への的確な対応」＋「危機管理対応」ができるようになる。
（IY）生徒達に、地域との接点を持ち、学校外の人たちと接することで社会性を付けさせ
る。指導案件、中退率が減り、入試倍率が上がっている。（MK）

また、実際のコミュニケーションに当たっては、その学校経営のビジョンを示し、それ
に沿う形での行動をとっている。それは、単に教職員とのやりとりだけではなく、広く生
徒・保護者・地域の方々とのコミュニケーションにも反映され、影響を及ぼしている。以
下、その例を確認したい。「思いやりの心」は、キャリア教育で大事なことである。今、
社会に出ると思いやりのある人がリーダーになっている。リーダーシップの大きな要素で
もある。今後、低成長の時代は、一人ひとりが個人の力量を上げていかないといけない。
一人ひとり、個別に気持ちの状態など、個別に相対することになる。そのためには、挨拶
が大切である。教職員を含め、規範教育としてのコンプライアンスである。（NS）実際に
動くのは教員である。トップダウンは会社では利くが、学校では無理である。赴任当初

「話を聞くところから始めますよ。組織で動きましょう。」と個人面談を実施したところ、
教職員は安心した。校長室には籠もらず、フットワーク良く教室や準備室に足を運んでい
る。（MS）帰りのSHRの10分間で、各クラスを回り、校長が直接生徒と話す。①時間を
守る　②服装を整える　③校則を守る　④授業に集中する（YK）各民間人校長は、この
ような柔軟な対応を、その高いコミュニケーション能力を活かしながら実施している。

4.2.4　�学校としての重要な目標の達成度を定期的に確認し課題の検討を行い、改善につ
なげている。「学校経営品質」、学校文化への対応の課題「先行研究の課題」

評価（成果の検証）についても、2008（平成19）年6月の学校教育法改正を受け、各学
校でも経験を重ねる中で円滑に実施されている。民間人校長は、評価についても、豊富な
経験を有しており、各学校現場に合った形の取組を実施している。

アンケートの活用により、行事ごとに実施し、データとして教員に示す。（YK）顧客管
理の徹底として、一人ひとりの生徒をよく見るため、生徒指導リスト一覧表により、個別
の面倒見を強化している。（IY）最終的には、生徒一人ひとりの個別の管理に至るという
認識は、各民間人校長に共通している。そのための環境づくり、アプローチに各人の個性
が表れるものと考える。

また、学校文化・組織風土の特徴については、その環境で最善の形として長年にわたり
培われ、改善されてきたものである。一概に旧弊として全否定すべきものではない。制度
導入当初の民間人校長は、前職との落差から、これと真っ向から対立する例も見られた。
しかし、制度導入から10年の時を経て、前任者の蓄積や制度面も整備され、各民間人校長
の強みを活かしながら、学校現場に対応する術を理解しているものと考える。以下、具体
的な対応を確認したい。校長は、下に任せて責任は取るが、任せっぱなしにせず、ここを
教えてという格好で、声かけをして「内部牽制」を行う。校長がいなくなったときに消え
てしまう単発な取組ではなく、その後に残る価値があって、引き継がれるものを作っていく。

（NS）、教委職員についても、「個別管理」で、一人ずつの違いを認識して付き合う。（KK）

4.2.5　その他（高い使命感（動機・課題への対応））
任用に当たって、推薦、公募を問わず、前職を投げ打って、教育界に挑戦された背景に
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は、全員が強い使命感、特にグローバル化する社会への対応に危機感をもっている。国際
社会で活躍できる人材や日本人としての誇りをいかに育むか、前職での経験をいかに生か
すかなど、一つの社会貢献の在り方として現職に取り組んでいる。そして、民間人校長が
課題として認識していることは、①学校が組織として同じベクトルに持って行きづらい、
枠組みがなく、ガバナンスが利かない。（NS）②学校が世間の常識と乖離し、グローバル
化する社会への対応を図るためにも。教員の資質向上が必要。（MK・SK）③評価（成果
の検証）として、変化の状況にあった形でのサービス提供。短期的には教育の成果を問え
ないが、3年間の変化をきちっと追うことが必要である。能率よく、生徒達を伸ばし切る
ことも必要である。（SK）

このような課題に対して、民間人校長のリーダーシップ・マネジメントの在り方は、鍋
ぶた組織を改めたトップダウンによる統制化でも、数値目標による競争を持ち込む自由化
でもない。それは、教職員・生徒のやる気を促し、保護者・地域社会との結びつきを深め
る「活性化」である。どの民間人校長も教職員とのコミュニケーションを大切にしなが
ら、一人一人の意見によく耳を傾けている。特に、OS のモチベーションを大事にして、
雑務を減らすという発想は「働き方改革」を先取りした、リーダーシップに基づく自律的
なマネジメントである。

5　実践研究
5.1　埼玉県立川越初雁高等学校での実践　平成25～27年度

初任校長として赴任した川越初雁高等学校では、先ず「ビジョン形成」に取り組んだ。
「学校自己評価システム」における「目指す学校像（長期目標）」について、学校状況の分
析から強みを残し、ネガティブな表現、わかりづらい言葉については企画委員会において
検討させ、「一人一人の生徒を教職員総がかりで社会に貢献し活躍できる人材に育て上げ
る学校」と改めた。ここから連鎖して、重点目標を三本に焦点化し、教科指導と進路指導
の連携を強化した。

また、県教委の「未来を拓く『学び』推進事業」の研究推進校であることを「強み」とし
て前面に打ち出し、アクティブ・ラーニングの「協調学習」による授業改善に組織的に取り
組み、年間複数回の研究公開授業を実施したところ、全国から100名を超える参観者を得た。

さらに、校長以下、全職員による中学校・塾訪問を実施し、小中特との校種間連携事業
と防災避難所としての地域連携を強化し、信頼される開かれた学校づくりを推進した。

これらの結果、学力の向上による進路決定率の向上（就職決定率100％、現役進路決定
率約9割）、生徒指導案件の半減・中途退学率の低下、地域防災備蓄庫が新設された。

5.2　埼玉県立坂戸西高等学校での実践　平成28・29年度
2校目の坂戸西高等学校では、引き続き「ビジョン形成」としての「目指す学校像」の

見直しや重点目標の焦点化に取り組んだ。10年以上改訂されていなかった「目指す学校
像」について、「生徒一人ひとりの個性・能力を伸ばし、自主性・創造性を育みながら、
進路実現を果たす単位制高校」と改めた。また、ここから連鎖して、重点目標を三本に焦
点化し、教科指導と進路指導の連携を意識化した。さらに、教員の主体的・自律的な学校
運営参画を促すべく「ボトムアップを促すリーダーシップ」に基づき、「一人一提案」に
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よる活性化・改善のためのアイディアの検討を行った。約70人の職員から100項目以上に
わたる提案があり、企画委員会での検討を経て、生徒の学習習慣を確立するための「朝自
習」を導入した。

5.3　埼玉県立坂戸高等学校での実践　平成30年度
3校目の坂戸高校では、「ビジョン継承」として、2年前に改訂されたばかりの「目指す

学校像」は継続しながら、重点目標については、同様に三本に焦点化し、教科指導と進路
指導の連携を強化した。進学校として重要な点であると考える。また、進路指導について
は約9割の現役進路決定率であり、指導体制は確立されているが、より一層「個別の管理」
を推進するため、校長による3年生全員の個別面談を行い、生徒理解を深めながら、学校
経営に当たっている。

ここまで校長として、3校6年目を迎えられているのも、平成23・24年度に取り組んだ
民間人校長に関する研究の成果を踏まえているからであると考えている。今後も引き続
き、実践研究を深め、質の高い学校教育を推進していく所存である。

6　今後の課題とまとめ
今後の課題については、第一に「成果の継承」である。埼玉県教育委員会においても、

年に3回程度の「民間人校長連絡協議会」や民間人校長の在職する学校職員（教頭・事務
長・一般職員）からのヒアリング調査などを行い、成果の集約や情報の共有化を図ってい
る。また、大学院における研修プログラムも整いつつある。しかし、現在、広く多くの教
員系校長やその候補者にその成果や情報が共有されている環境にあるとは言い難い。さら
に、民間人校長の学校経営に関する事例研究を進め、その成果を各都道府県教育委員会に
おける管理職養成プログラムに反映させることが必要であると考える。その際、民間人校
長を教育センターの管理職研修担当者として、再任用することを提案したい。

第二の課題は、「ガバナンス」である。そもそもの採用を担当する各都道府県教育委員
会が民間人校長を採用する明確なビジョンを持ち、その強みを活かす人事管理を行う必要
があることである。それは、議会対応ではなく、東京都教育委員会のような取組を参考
に、実施する必要がある。各民間人校長からも、組織として同じベクトルに持って行きづ
らい。学校は、ガバナンスが利かない。枠組みがない。（NS）、「教員の資質向上」が課題
である。世間との常識との乖離やグローバル化する社会への対応が必要である。（MS・
SK）という意見には真摯に耳を傾ける必要があり、教育委員会として、予算面での支援
や施策を立案する対応が期待されるところである。

最後に、今後の動きについて、提言し、まとめとしたい。現在、各都道府県教育委員会
で実施さている「管理職候補者選考」に対して、受験者数が激減している状況がある。退
職する校長数と、管理職候補者に該当する年齢層の人数差以上に、受験者が減っている。
これは現在の管理職の職務内容があまり魅力的なものではなく、また、多くの教員が学校
を背負う使命感よりも生涯一教諭として全うすることに意義を見出しているものと考え
る。このため、今後教員系校長の人材不足も予想され、引き続き民間人校長の登用は実施
されるものと考えられる。その際、民間人校長がより円滑に学校現場でその力を発揮する
ための研修もプログラム化する必要が出てくるものと考える。本研究は、現在確認できる
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先行研究・調査のまとめと一部の民間人校長の事例研究に留まっているが、今後の研究
が、この約10年余の民間人校長の成果を教員系校長のマネジメント能力向上のためのプロ
グラムと民間人校長の導入プログラム化につながることを期待してまとめとしたい。
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